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　失われた盛り土問題に始まり、それ以前の豊洲移転の経緯、東京ガスの瑕疵担保責任の放棄の取り決めなど、豊洲問題は混迷を深めておりま
す。これまでの議会への報告に齟齬があるとは言え、都民の皆様に大変ご心配をお掛けしておりますことに心からお詫び申し上げます。現在百
条委員会や特別委員会などあらゆる機会を利用して、原因の究明を行っております。その中で明らかになってきたことは、都の意思決定の不透
明さと、当時の無責任体制であります。改めて豊洲問題を奇貨として、今こそ皆様から信頼頂ける都政に変えていけるよう全力で取り組んで参
ります。
　その為に、この原因究明と並行して、今後の方針を早期に決定し、特に事業者の不安を解消していかなくてはなりません。先日9回目の地下
水モニタリング調査の結果を受け、専門家会議の平田健正座長より、「豊洲は科学的、法律的に安全であり、地下水は浄化機能を備えた地下水
管理システムの機能強化によりコントール可能である」との見解が示されました。これまで移転判断の基準は専門家会議の判断によるとされて
おりましたが、調査の結果において環境基準の100倍の有害物質が検出されたことにより、小池知事から、「安心が得られない以上、移転判
断はまだ早い」との新しい移転判断の基準が示されました。しかし平田座長はこの環境基準について、「飲み水の指標であり、地下水の飲用や
床洗浄にも使われない豊洲市場は安全である」と言われております。
　また昨年の10月に環状2号線の工事に伴う築地市場の土壌調査の結果が今年の3月に私達が指摘するまで公表されず、結果は環境基準を超
えるヒ素などの有害物質が検出されていたことが判明いたしました。そしてその後の調査で、その他にも都は過去に深刻な土壌汚染の可能性を
認識しながら、法令上の調査を行わず隠蔽していたと言われてもおかしくない事例が発覚しました。
　この件に対し小池知事は、「築地はコンクリートで覆われているので安全」と述べられましたが、コンクリートがひび割れている築地市場よ
り、もっと厚いコンクリートで覆われている豊洲市場は何故安全でないのか不明であります。しかしながら調査を通して、こうした土壌汚染の
危険があり老朽化した築地市場の状況を踏まえ、更には今後予想される首都直下型地震の切迫性、2020東京オリンピック・パラリンピック
大会開催など、早期に豊洲市場移転に突き進んでいった当時の都の状況が見えて参りました。
　小池知事は先日の我が党の代表質問の答弁で、築地市場に残るか、豊洲市場に移転するかで、第3の道は無いと明言致しました。現在豊洲市
場の維持管理費は1日で約500万円（月1億5000万円以上）、そして移転延期による損失補償が100億円を超える額になって参ります。
　是非納得のいく調査を積極的に行い、一日も早く責任ある決断をして頂きたいと思います。私もそうした知事の取り組みを全力で応援し、と
もに責任ある都政を推進させて参ります。

少子化対策に日本の未来がかかっている
　我が国の出生数100万人割れは、深刻さの点で危機的状態であ
ります。国は「希望出生率1.8」を目標に、仕事と子育ての両立支
援の充実を掲げており、その中身は待機児童ゼロの実現という従来
型の両立支援です。少子化の主な原因は、「未婚化」「晩婚化」
「夫婦の出生力の低下」であり、多様な生き方を尊重しながらも、
家庭を築き子孫をつなぐ素晴らしさを同時に伝えていくために、ラ
イフ・プラン教育を、中学・高校・大学の発達段階に応じて取り入
れていく必要があります。併せてきめ細かい子ども手当の復活、拡
充、親業を社会貢献として評価する「親手当」、不妊治療費の無料
化などあらゆる政策を実行して参ります。
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子育て支援拡充に向けて
　都政の重要課題である待機児童対策では、「東京都子供・子育て
支援総合計画」に基づき5つ目標を掲げ、施策を展開しています。
　目標１　地域における妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
　目標２　乳幼児期における教育・保育の充実
　目標３　子供の成長段階に応じた支援の充実
　目標４　特に支援を必要とする子供や家庭への支援の充実
　目標５　次代を担う子供達を健やかに育む基盤の整備
　特に保育サービスの定員を平成31年度末までに7万人分増や
し、待機児童を解消致します。

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることのできるよ
う地域包括支援センターの機能強化、フレイル予防、介護予防の取
り組みを支援します。
認知症の人とその家族が安心して暮らせるよう、地域における医
療・福祉相互の連携体制の構築や、認知症の早期発見・診断・対応
の取り組みを推進します。

震災に強い安全・安心な都市を整備します！
　首都直下型地震の切迫性や東日本大震災、熊本地震の発生を踏ま
え、木密地域の改善に向けて、不燃化特区や特定整備路線の整備を
加速します。特に羽田地区においては、防災生活道路の整備を進
め、延焼遮断帯内側の市街地の不燃化や耐震化を平成32年までに
70％以上を目標に加速します。

高齢者が安心して暮らせる社会の実現

豊洲問題のキーワードは、責任ある都政の推進
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